
【高校教育改革の動き】
国・全国の動向
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無償化

いわゆる「高校無
償化」（新授業
料支援制度）
を開始

体制強化

文科省に高校に
関する課（高等
学校振興課）
を設置

ビジョン策定

2040年に向けた
高校教育改革
に関するグランド
デザインを公表

指導要領改訂

次期学習指導要
領等の改訂へ
の審議とりまと
め・答申

法令改正

「定時・通信教育
振興法」を改正
今後、大臣指針
を策定

2026年（令和8年）は高校教育の分岐点となる「高校教育改革元年」

〇 「高校無償化」を皮切りに、教育政策の空白地帯（ブラインドスポット）といわれてきた高校教育に、
またとない改革機会が到来。本年度の動きが今後の高校教育の行方を決める重要な分水嶺となる。

高校教育改革の
先導校の創出

高校教育改革の
実行計画の策定

約3000億円の

改革促進基金

高校教育改革推進への

交付金の構築

2027年（令和9年）～
高校教育改革の広域実施・実装



N-E.X.T.ハイスクール構想の中核となる高校支援

国の
高校教育改革に関する
グランドデザイン策定

※交付金等の構築に先立ち、高校教育改革のための基金を都道府県に造成し、N-E.X.T.ハイスクール構想の実現のため
に、パイロットケースとして先導的な学びの在り方を構築する高校（改革先導拠点）を創設。

都道府県 実行計画策定
総合教育会議等を活用し、地域別就業構造の推計や人口の
将来推計等を踏まえて検討。首長、関係部局、大学、地域の関
係者や産業界との連携・協働を図る。

安定財源を確保した上で、
交付金等の新たな財政支援の

仕組みの構築

基金の執行状況等を踏まえ、
R9年度予算の編成過程で検討。

高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）【抜粋】
～2040年に向けた「N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想」～

【参考】高校教育改革の概要
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日本の地域・社会・経済の持続成長に資する人財の育成
〜力強い経済成長と地域未来戦略に向けた「人財立国」の実現へ〜

今後の「実行計画」策定のポイント

中学

高校
以降 大学・大学院等の改革

＜中高接続改革＞
一人一人の好き（興味・関心）・得意をベースとした意志ある進路選択

中学校等の教育改革
キャリア教育・進路指導、総合的な探究の時間、越境学習等の充実・強化

海外の生徒の日本留学
（在外子女・日系生等）地域の生徒の地元進学 都市部の生徒の地域留学

【専門高校の機能強化・高度化】
アドバンストエッセンシャルワーカー等の育成

【地理的アクセス・多様な学びの確保】
地域未来人財等の育成

高校

体
制

• 地元市町村をはじめとした地域関係機関
等との連携協働体制の構築

教
育

• 地域資源を活用した学び・越境学習
（遠隔教育の抜本強化含む）

＜高大接続改革＞

【普通科改革・高校の特色化】
理数系人財・文理越境人財等の育成

体
制

• 大学をはじめとした研究機関や国際機
関等との連携協働体制の構築

教
育

• 文理横断的な学び（理数・学際等に関
する普通科への転換・再編含む）

支
援
策

デジタル・理数系教育に必要な環境整備、
高大連携、専門人財・コーディネーターの配
置、中高一貫校の推進等

支
援
策

遠隔教育に向けた環境整備、コーディネー
ターの配置、地域留学、交流学習・越境
学習の推進、通学支援・寮機能の整備等

支
援
策

産業教育施設・設備・装置の整備・充実、
産業界からの人財の派遣・採用及び兼業・
副業も含む人財活用、寮機能の整備等

取組策
・地域・外部機関等との連携による学習支援、多様な生徒の多様なニーズに応じた教育（日本語学習含む）の充実
・全定通の課程や学科の垣根も越えた学校間連携・単位互換推進（前提としての通信制の質の確保・向上も含む）

・多様な専門性を有する教職員の確保・育成、働き方改革（校務DX、AI活用含む）、教育データ活用
・高校入試改革（多面的評価、デジタル化等）、グローバル人財育成に向けた留学の受入・派遣に係る環境構築 等

高校教育の共通基盤改革

体
制

• 成長産業化を図る企業をはじめとした
産業界等との連携協働体制の構築

教
育

• 先端技術を活用した実践的な学び
（成長分野への学科再編・転換含む）
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〇 「今」の「生徒」という視点に加え、「2040年」の「地域産業」という視点も持った、“地域成長戦略への人財育成計画”
〇 知事部局・産業界・大学・市町村・中学・保護者代表等を含めた議論により、①高校教育のみに留まらず入試改革、
小・中学校の児童生徒・保護者・教員等の意識変化の醸成及び ②高等教育機関・産業界との接続まで一気通貫の
人財育成計画とするとともに、③各ステークホルダーの実行段階における役割や実効性ある協働体制を明確化。



高校教育改革及び人財育成システム改革の構造（イメージ例）
〇各都道府県は県の成長戦略に紐づく人材育成ビジョン・高校教育改革の実行計画等を産官学の連携協力体
制（プラットフォーム）により策定し、県全体で取り組むべき改革（共通基盤改革）を進めるとともに、各
高校等の取り組みを支援・伴走する。
〇各高校等は実行計画等を踏まえながら、各地域の実情や改革の方向性に応じた関係機関との協働体制（コ
ンソーシアム）を構築しながら、取り組みを推進する。このコンソーシアムは１校ごとに構築することに加
え、同一地域の複数校での組成や同一テーマ（学科等）の複数校で構築することも考えられる。

文部科学省
経産省
総務省
内閣府
等

都道府県

プラットフォーム
地域構想推進プラットフォーム

等

知事部局
（政策局、産経局）

教育委員会
（高校、政策、人事）

産業界・金融界
（商工会議所連合会、
地銀・信金等）

高校

NPO等

高校
市町村
（企画・産業・教育等）

地域企業等
（商工会議所等）

コンソーシアムA
改革先導拠点

等

国
支援

大学等

高等教育機関等

高校
市町村
地域企業等

コンソーシアムB
改革先導拠点

等
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【参考】「地域構想推進プラットフォーム」構築等推進事業について

https://www.mext.go.jp/content/20260722-mxt_daigakuc01-000051092_2.pdf 6

https://www.mext.go.jp/content/20260722-mxt_daigakuc01-000051092_2.pdf


〇 地方部における専門高校は、その地域の特色ある産業を担い・牽引する人づくりの拠点としての役割になっているケースが多く、
そうした高校を小規模という理由で統廃合することは、その地域産業の命脈を断つことにつながる行為にもなりかねない。

〇 こうした場合、小規模であっても、地域の特色ある産業を学べる単科型の専門高校として特色化・魅力化を進めるとともに、幅
広い分野をカバーする市部の総合型専門高校等と連携し、互いの強みを共有し、補完し合うことで、当該都道府県全体の専門
教育の機能強化と充実を図っていくことが考えられる。

【参考】小規模特色型の専門高校における学校間連携のイメージ例

A専門高校

【A町】

【B町】
B専門高校

＜市部＞＜地方部＞

「総合型」
C専門高校

【C市】

小規模「特色型」専門高校 大規模「総合型」専門高校
地場の特色ある産業に根差した小さくてもキラリと光る単科型専門高校。
特色ある学びで地域外（全国・海外）からも意欲ある生徒を受け入れ 、
地域産業の未来を切り拓く人財を育成。

多くの学科・コースを揃え、産業教育を幅広く横断的・総合的に学べる専
門高校。生徒の多様なニーズに応えつつ、地方部の専門高校とも連携し、
当該都道府県全体の産業教育を支える拠点。

▼ 小規模特色型専門高校の例︓「大分県立久住高原農業高等学校」
・ 1学年１学級（定員40名）の小規模・単独農業高校
・ 久住高原ならではの高原野菜、草地・放牧型の畜産や「うし部」の取組
・ 地域・企業連携型の「竹田久住高原学」「チャレンジMy農場」といった独自科目
・ 竹田管内の先進農家等との連携。ドローンやロボット、AI等を活用したスマート農業
・ 市運営の寮を完備。全国募集を実施し、5年間で26名が県外から入学
・ 就農率は20〜22%に達し、全国平均（1.8%）を大きく上回る

地域内外からの生徒受入
全国の中学生

連携・交流
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〇 多様で質の高い教育へのアクセスの機会均等及び地理的アクセスの確保に向けては、適正「配置」のための再編が一層重要と
なる。全国どこにいても多様で質の高い学びの選択肢があるように、例えば、選択肢の少ない郡部においては小さくても高校を残し、
私立も含めて選択肢が多い都市部においては大きくても再編すること（また、都市部に超小規模校や超大規模校など多様な規
模の選択肢を確保すること等）があっても良い。

〇 今後は、遠隔授業と学校間連携を活かした「小規模ネットワーク型スクール」、1市複数校の再編による「キャンパス型スクール」、
高校が集積する都市部での再編による特色化など、地域の実情等に応じた多様な再編・連携の選択肢を持つことが重要である。

小規模公立A高校
【A町】 【B町】

【小規模C市】

人口規模1〜10万人程度の中規模自治体
（1市複数校）における高校改革のイメージ

人口規模10万人以上の大規模自治体
における高校改革のイメージ

例︓小規模ネットワーク型スクール 例︓複数キャンパス型スクール 例︓再編による特色化

オンラインによる
多様な教育機会の創出
（授業配信・学校間交流等）

①校地の立地や専門性を活かしスクール
バス等で校舎間を行き来し教育資源を活
用するパターンと②複数校を統合し校舎を
集約していくパターンの2つが考えられる。い
ずれもコーディネート人材等も活用し、キャ
ンパス間の連携や地元自治体との連携に
よる効率的運営を目指す。

小規模公立B高校

小規模公立C高校
【大規模自治体】

統合新校
公立高校

（特色化・魅力化）

公立高校
（普通科）

公立高校
（普通科）

再編整備による
公立高校の選定

私立高校

私立高校

私立・公立のバランスや特色を踏まえた各高
校のミッション・役割の見直しと再編整備を進
め、各校の特色化を実現。多様な生徒の多
様な進路希望を実現できる高校教育の多
様性（一律一定規模だけでなく小規模校
や大規模校も含む）を地域全体で担保す
る。

【参考】多様で質の高い教育への地理的アクセスの確保に留意した配置の適正化のイメージ例 

公立高校
（普通科）

公立高校
（専門高校）

再編整備による
特色化・魅力化
の充実・強化

公立高校
（専門高校）

公立高校
（特色化・魅力化）

××

人口規模1万人以下の小規模自治体
（1市町村1高校）における高校改革のイメージ

統合
新H校

【D市】

E校地 F校地
（元専門高校）

G校地
パターン①
校地共有型

【H市】
パターン②

校地統合型

××
×

小規模校の課題を越えるため①地域協働に
よる社会資源の活用、②越境・交流機会の
活用（学校間連携、全国・海外からの生徒
受入も含む）、③オンライン・ICTによる遠
隔・通信教育の活用の3点を重点的に推進
し、その地域ならではの魅力ある教育を実現。

×
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